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●近年は民営借家・共同住宅の増加が顕著。（図 B） 

●最低居住面積水準未満世帯は全体の約 1割。（図 C） その多くは若年・中年単身世帯。 

●誘導居住面積水準以上世帯は全体の約 5割で、東京都や特別区部よりも 1割以上高い。 

●平成 20年現在の住宅総数は 32,470戸。空き家率は約 25%。（図 D） 

●区が管理する公共住宅は合計８０１戸。平成 10年前後の供給が多い。 
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■ 住宅の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●平成 7年以降、人口・世帯数ともに増加が続く。 

●1世帯当たりの世帯人員は一貫して減少。平成 22年には 1.84人／世帯に。 

●若年・中年単身世帯が急増。平成 22年には全世帯の 44.7％に。(図 A) 

●ファミリー世帯や高齢者世帯も近年増加。(図 A) 

●昼夜間人口比率は縮小傾向だが、他区と比較し依然として突出。 

図 A 家族類型別世帯数 
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資料：国勢調査 

図 B 所有関係別世帯数の推移 
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資料：国勢調査 

図 C 所有関係別居住面積水準の状況 
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資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

資料：住宅・土地統計調査 

図 D 空き家数及び空き家率の推移 
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■ マンション・住宅市場 

 

 

 

  

●昭和 56年以降（新耐震）の住宅が約 60％だが、旧耐震の住宅も約 25％。（図 E） 

●「高齢者等のための設備あり」は 5割以上。「手摺」「廊下などが車いすで通行可能」「段差のない

屋内」の基礎的な 3点が揃っている住宅は 2割程度。（図 F） 

●分譲マンションの約 40％、賃貸マンションの約 35％が麹町地域に立地。 

●マンション管理に対する居住者の協力に課題がみられる。（図 G） 

●新築住宅着工戸数は平成 15年前後のピーク後減少していたが、近年は再び増加。（図 H） 

●民間賃貸住宅の家賃水準は港区に次ぐ高さ。2LDK以上の物件では千代田区と港区が突出。 

図 E 建築時期別住宅数の推移 
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資料：住宅・土地統計調査 

図 F 所有関係別 高齢者等のための設備の状況 
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資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計 

図 G マンション管理の運営面に関する問題  

（ｎ＝分譲マンション管理組合 121 団体・複数回答） 
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資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 

図 H 新築住宅着工戸数の推移 
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■ 住環境・コミュニティ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●食料・日用品の購入先としてはスーパーやコンビニの利用が多く、「買い物の便」に対する評価は

近年改善傾向。（図 I） 

●町会加入率は 6割弱。年代や居住年数と相関して町会加入率が高くなっている。 

●分譲マンションの町会加入率は約 6割である一方、賃貸マンションは約 2割。（図 J） 

●生活環境に対する総合的な評価は、近年改善傾向。（図 K・表 A） 

 

図Ｉ 区民世論調査における「買い物の便」の評価の推移 
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資料：千代田区民世論調査 

資料：平成 24 年千代田区民世論調査 

図 J 居住形態別町会加入率 
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図 K 区民の生活環境評価 合計評価点の推移 
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資料：千代田区民世論調査 

表 A 区民の生活環境評価 項目別評価点の推移 

平成15年 平成22年 平成23年 平成24年 H24-H15

交通の便 1.78 1.83 1.87 1.87 ＋0.09

買い物の便 -0.58 -0.37 -0.23 -0.11 ＋0.47

公園・遊び場 -0.29 -0.07 -0.11 -0.09 ＋0.20

建物の周囲の空間
日当たり

-0.24 -0.01 -0.07 0.03 ＋0.27

騒音・振動 -0.61 -0.29 -0.36 -0.45 ＋0.16

大気汚染 -0.76 -0.52 -0.50 -0.48 ＋0.28

緑の豊かさ -0.26 -0.02 0.00 0.01 ＋0.27

交通の安全性 0.04 0.35 0.41 0.32 ＋0.28

災害時の安全性 -0.08 0.16 0.14 0.07 ＋0.15

防犯や風紀 0.04 0.46 0.47 0.35 ＋0.31

隣近所の交流 0.08 -0.19 -0.20 -0.14 －0.22

景観・まちなみ -0.02 0.18 0.16 0.17 ＋0.19

ごみ出し
リサイクル活動

-0.22 -0.01 0.00 0.30 ＋0.52

合計 -1.12 1.50 1.58 1.85 ＋2.97

資料：千代田区民世論調査 
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■ 区民・区外居住者の意識 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●区民の定住意向は 80％強で安定的に推移。（図 L） 

●区民・区外居住者とも、「老朽化したマンションの耐震化・建替えへの支援」の重要度に対する意識

が高い。(表 B・図 M) 

区民 区外居住者 合計値 区民－区外居住者

Ａ
老朽化したマンションの耐震化・建て替えを支援・

誘導する
0.88 0.71 1.59 0.17

Ｂ
住宅の品質・性能の向上を図る（環境に配慮した住

宅の普及・環境衛生の向上など）
0.86 0.67 1.53 0.19

Ｃ
日常生活用品小売店や、子育て・介護支援など生活

関連機能の確保を進める
0.82 0.65 1.47 0.17

Ｄ
マンションの適正な維持管理を推進するとともに、

管理の良好なマンションの普及を図る
0.78 0.66 1.44 0.12

Ｅ
子育て世帯が安心して住めるような住宅の供給・助

成制度による支援を推進する
0.84 0.47 1.31 0.37

Ｆ 良質な民間住宅の供給・誘導を図る 0.62 0.64 1.26 -0.02

Ｇ
高齢者や障害者が安心して住めるような住宅の供

給・助成制度による支援を推進する
0.74 0.52 1.26 0.22

Ｈ 所得に応じた負担で居住可能な公的住宅を供給する 0.53 0.58 1.11 -0.05

Ｉ 住宅のバリアフリー化を推進する 0.58 0.50 1.08 0.08

Ｊ
地域コミュニティ形成へのしくみづくりや、マン

ション居住者と地域住民の交流支援を行う
0.58 0.43 1.01 0.15

Ｋ
大規模な開発事業において住宅の供給誘導や住環境

の整備を行う
0.54 0.44 0.98 0.10

Ｌ
住宅困窮度に応じたセーフティネット施策を展開す

る
0.38 0.29 0.67 0.09

Ｍ
新しい住まい方に対するニーズへの対応・支援を行

う（定期借家制度、コーポラティブハウスなど）
0.22 0.44 0.66 -0.22

表 B 住宅施策の重要度に対する意識   

（ｎ：区民 240 人・区外居住者 300 人） 
図 M 住宅施策の重要度に対する意識の比較 
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資料：区民・区外居住者アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 

資料：千代田区民世論調査 

図 L 定住意向の推移 
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■ 地域特性 
平成 20年住宅・土地統計調査（特別集計）からみた地域別の特性は以下のとおり。 

 

表 C 地域特性 

麹町地域 

●規模の大きな持ち家が多く、ファミリー世帯の比率が高い。 

・住宅数や世帯数が最も多く、いずれも全体の約 30%を占めている。 

・6 地域で唯一、ファミリー世帯が最大の割合（35.7％）を占め、区全体

のファミリー世帯の約 45%が居住。 

・若年・中年単身世帯の割合は 2 割程度。 

・持ち家率が約 45％と高く、分譲マンションは全体の 4 割が立地。 

・給与住宅の約 4 割が立地。 

・70 ㎡以上の住宅が約 5 割。 

・旧耐震の住宅が約 3 割。 

富士見地域 

●小規模な住宅・給与住宅が多く、若年・中年単身世帯の比率が高い。 

・住宅数・世帯数ともに多く、いずれも全体の約 25%が集中。 

・給与住宅が多く、また 19 ㎡未満の狭小な住宅が他地域よりも特に多い。 

・区内の若年・中年単身世帯の約 3 分の 1 が居住。 

・旧耐震の住宅が約 3 割。 

神保町地域 

●公共住宅や新耐震の住宅の比率が高い。 

・家族類型別の構成比は区全体とほぼ同じ。 

・公営借家の割合が約 15％。 

・新耐震の住宅が約 8 割。 

神田公園地域 

●借家が 8割を超え、若年・中年単身世帯の比率が高い。 

・若年・中年単身世帯が約 6 割。 

・借家率が 8 割強。 

・30 ㎡未満の比較的小規模な住宅が約 5 割。 

万世橋地域 

●持ち家や昭和 45年以前の住宅が多く、高齢者だけの世帯の比率も高い。 

・高齢者単身・夫婦のみ世帯の割合が唯一 2 割を上回っている。 

・6 地域で唯一持ち家が半数以上を占めている。 

・昭和 45 年以前に建設された特に古い住宅の割合が約 15％。 

・70 ㎡以上の住宅が 4 割強。 

和泉橋地域 

●新耐震の住宅の比率が高く、世帯の半数は若年・中年単身世帯。 

・若年・中年単身世帯の割合が約 5 割。 

・新耐震の住宅が 7 割強。 

・40 ㎡未満の比較的小規模な住宅が 5 割弱。 
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